
 

令和７年度Ｕ・Ｉターン機能強化事業業務 仕様書 

１ 趣旨 

 この仕様書は、岩手県（以下「県」という。）が実施する「令和７年度Ｕ・Ｉターン機能強化事

業業務」（以下「本業務」という。）について、契約事業者（以下「受託者」という。）に要求す

る業務の仕様等について具体的な内容を示すものである。 

 

２ 委託期間 

 契約締結の日から令和８年３月31日まで 

 

３ 活動拠点 

(1) 所在地 

岩手県盛岡市菜園１－12－18 盛岡菜園センタービル５Ｆ 

東京都千代田区有楽町2-10-1 東京交通会館８F 

 (2) 費用負担 

なし（県が負担する） 

 

４ 事業目的 

県外在住者に対し、県内企業の情報や企業が立地する地域の情報等を継続的に届ける体制を構

築し、県内企業への就業促進と労働力の確保を図るもの。 

 

５ 活動拠点に配置する人員 

 活動拠点には、次の人員を配置すること。人数は目安であるため、適切な労働環境を確保しつ

つ、提案内容を実現できるような人員配置とすること。 

 なお、職名については県と受託者の協議により定めるものとする。 

(1) キャリアカウンセラー（２名） 

別表１のいずれかの資格を有する者又は同等以上の能力及び経験を有すると認められる者（キ

ャリアコンサルタント試験の受験要件を満たす者として厚生労働大臣が認定する講習を修了し

た者等）とし、１年以上の実務経験を有する者とする。なお、うち１名の配置は「いわて暮ら

しサポートセンター（東京都千代田区 ふるさと回帰支援センター内）」とし、別表２の大学

訪問業務を行う。 

(2) インターンシップサポート窓口（１名以上） 

県外学生等のインターンシップ窓口体制を整備し、本県でのインターンシップの実施に向け

た相談対応や受入れフローの調整及び事務手続等の業務を行う「インターンシップサポート窓

口」の運営に必要な人員を配置すること。 

(3) コーディネーター（２名） 

事業の企画・運営等、本業務の履行に必要な人員を配置すること。 

 

 

 

 

 

 

資料２ 



 

６ 本業務の範囲 

 本業務の範囲は次のとおりとし、具体的な内容は提案事項とする。 

 なお、下記に明記されていない本業務の趣旨に合致する活動についても、提案に盛り込むこと

を妨げないものとする。 

(1) Ｕ・Ｉターンの相談対応 

ア 就職と移住・定住のワンストップ相談支援 

いわて暮らしサポートセンター（東京都千代田区 ふるさと回帰支援センター内）におい

て、移住コンシェルジュと連携し、岩手への就職と移住・定住のワンストップ相談対応を行

うこと。 

イ 県内におけるＵ・Ｉターン相談対応 

県内のＵ・Ｉターンに関する相談窓口として、相談対応、情報発信を行うこと。 

(2) Ｕ・Ｉターンの促進に関する取組 

ア Ｕ・Ｉターンの促進セミナーの実施 

・ 首都圏等に在住する社会人（転職者、求職者）及び学生を対象として、就職・転職活動の

進め方のレクチャーや県内企業との交流等を通して、参加者が県内へのＵ・Ｉターン就職を

進めるための支援につながるような内容のセミナーを３回以上開催すること。 

・ 開催方法はオンラインまたは対面開催（ハイブリット開催も可）とし、開催時期について

は、県との協議の上、参加者の県内就職促進に効果的な時期に実施すること。 

・ 参加者の目標人数は１回あたり15～20名とする。 

イ 本県のＵ・Ｉターン支援情報の発信 

・ ＬＩＮＥ公式アカウント「いわてとつながろう」の管理・運営を行うとともに、県外在住

の若者及びその保護者を主なターゲットとし、就職関連イベント、Ｕ・Ｉターン支援情報、

岩手県の旬なトピック等について、毎週１回程度情報発信を行うこと。 

・ いわてＵ・Ｉターンサポートデスクの登録者等に対し、就職関連イベント、Ｕ・Ｉターン

支援情報、岩手県の旬なトピック等について、郵送やメール等で月１回程度情報発信を行う

こと。 

(3) 県外学生等へのインターンシップ支援 

県外在住の本県出身学生等のＵ・Ｉターンの促進を図るため、県外学生等のインターンシッ

プ相談体制を整備し、本県でのインターンシップの実施に向けた相談対応や受入れフローの調整

及び事務手続等の業務を行うこと。 

(4) 岩手Ｕ・Ｉターンクラブとの連携による取組 

首都圏等をはじめとする大学生等のＵ・Ｉターン就職を促進するため、県出身者が在学する

大学等を会員とする岩手Ｕ・Ｉターンクラブと連携し、本県へのＵ・Ｉターンに関する情報提供

を行うこと。 

  ア 加盟大学への対応 

・ 大学及び学生に対し、Ｕ・Ｉターン就職に関するイベント情報や県内企業の情報につい

てメール・郵送・大学訪問等により情報提供すること。 

・ 県内で開催される大学の保護者会において、県内の就職状況や県内企業のインターンシ

ップ等に関する情報提供や相談会を実施すること。 

イ 新規加盟大学への対応 

未加盟大学に加盟を促し、新規加盟があった際には大学への会員証の送付など必要な対応を

すること。 



 

ウ 県外大学と県内企業との情報交換会の実施 

・ 岩手Ｕ・Ｉターンクラブを含む県外大学等の就職支援担当教職員と県内の企業が採用状

況等について情報交換が出来る場を創出すること。 

・ 開催方法はオンラインとし、開催時期については、県と協議のうえ、学生の県内就職促

進に効果的な時期に実施すること。 

・ 実施に当たっては、参加大学の希望に応じた県内企業を選定し、１社あたり 15 分程度の

懇談ができるよう調整すること。 

・ 参加企業の目標数は30社とする。 

エ 加盟大学との連携イベントの実施 

岩手Ｕ・Ｉターンクラブ加盟大学のうち、１校以上と連携し、学生と県内企業（４社以

上）等の交流イベント（対面開催を想定）を企画・実施すること。なお、開催時期について

は、県と協議のうえ、学生の県内就職促進に効果的な時期に実施すること。 

 (5) (1)～(4)共通業務 

・ 各事業の実施に当たっては、県と十分な協議、調整を行うこと。 

・ セミナーやイベント等の参加者に対してはアンケートを実施し、集計結果を県に報告す

ること。また、今後の就職活動のサポートにつなげるため、いわて U・I ターンサポートデ

スクへの登録を促すこと。 

・ セミナーやイベント等に参加する県内企業の選定については、「シゴトバクラシバいわ

て」に登録し、かつ、積極的に採用を行っている企業とすること。 

  (6) その他 

   目的達成に必要な取組があれば、予算の範囲内で提案すること。 

 

９ 数値目標 

  相談件数3,100件を目指し取組を進めること。（いわて県民計画第２期アクションプラン目標値

に基づく） 

  ※「相談件数」とは、Ｕ・Ｉターン機能強化義業業務による支援等を経由して相談されたもの

とし、移住支援金に係る相談は除く。 

 

10 業務実施に係る留意事項 

 (1) 受託者は、業務全体の進行管理や県との連絡調整を行うため、実施責任者や担当者等を選任

すること。 

  (2) 業務実施に当たっては、進行スケジュールを作成し進行管理を行うこと。 

  (3) 県が業務の進捗状況等に関して中間報告を求めた場合は、その都度報告すること。 

 

11 実績報告 

委託業務を完了したときは、直ちに、事業の実績・成果を取りまとめた実績報告書及び完了届

を提出し、県の検査を受けること。 

 

12 成果物 

契約満了に伴う本業務に係る成果物は、県の帰属とする。また、県と協議の上、成果物及びそ

の他県が指示するものを作成すること。 

 



 

(1) 成果物の形式、数量 

・紙媒体  正副１部 

・電子媒体 １部 

 (2) 成果物の内容 

ア Ｕ・Ｉターンの相談対応 

(ｱ) 相談対応実績 

(ｲ) 就職決定実績 

イ Ｕ・Ｉターンの促進に関する取組 

(ｱ) ６(2)アについての実施報告（概要、参加者、開催状況の記録写真等）及びアンケート

結果 

(ｲ) ６(2)イについての実施報告（概要、情報発信内容等） 

ウ 県外学生等へのインターンシップ支援 

インターンシップ支援実績 

エ 岩手Ｕ・Ｉターンクラブの運営 

６(4)ウ及びエについての実施報告(概要、参加者、開催状況の記録写真等)及びアンケー

ト結果 

 

13 連携する事業及び機関等 

 (1) 就業者支援マッチングサイト「シゴトバクラシバいわて」運営事業者 

県が別途実施する就業者支援マッチングサイト「シゴトバクラシバいわて」運営業務は、

Ｕ・Ｉターンの促進を目的として行う委託事業であり、本事業と密接に関連する事業であるこ

とから、双方の事業効果を最大限発揮できるよう、当該事業受託者と十分に調整を図ること。 

 (2) いわて暮らしサポートセンター 

所在地：東京都千代田区有楽町２-10-１東京交通会館８Ｆ（ふるさと回帰支援センター内） 

 首都圏からのＵ・Ｉターンの促進のため、県が別途設置している移住相談窓口であり、就職

と移住・定住に係る支援をワンストップで行うため、当該センターと十分に調整を図ること。 

 (3) 岩手県Ｕ・Ｉターンセンター 

所在地：東京都中央区銀座５-15-１ 南海東京ビル１Ｆ（いわて銀河プラザ内） 

 首都圏からのＵ・Ｉターン就職の促進のため、県が設置している就職相談窓口であり、岩手

県への移住前から移住後まで切れ目のないサポートを行うため、当該センターと十分に調整を

図ること。 

 

14 契約に関する条件等 

(1) 無料サービスの原則 

ア 本業務により提供するサービスについては、利用者に金銭負担を生じさせないことを原則と

する。 

イ 活動拠点において提供する飲み物や、セミナー受講に必要不可欠で受講終了後は利用者の所

有となる物品（例：メイクアップセミナーにおける化粧用具一式）等の購入については、他

の利用者との均衡に配慮し、実費程度の金銭を利用者に負担させることを認める場合がある

ので、個別に県と協議すること。 

(2) 個人情報の保護 

 個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以下この項において「法」とい



 

う。）に基づき、受託者は、個人情報の取り扱いについて、次のとおり安全かつ適切に管理を

する。 

ア 受託者は、法第 66 条第２項において準用する同条第１項の規定による安全管理措置を講ず

る義務及び契約内容の特記事項について遵守しなければならないこと。 

  イ 受託者は、本業務において取り扱う個人情報の管理責任者（以下「個人情報管理責任者」と

いう。）及び本業務に従事する者（以下「受託業務従事者」という。）を指定し、県に報告

すること。 

  ウ 受託者は、利用目的以外の目的のために利用しないよう、本業務において取り扱う個人情報

の使用目的、使用範囲等を明確にすること。 

  エ 受託者は、引き渡された個人情報の返還、廃棄等の時期を明確にすること。また、業務完了

後も県に個人情報の保管を指示された場合は、その方法を明確にすること。その保管が完了

したときは、県の指示に従い、速やかに個人情報を返還し、又は廃棄すること。 

  オ 受託者は、個人情報の運搬が伴う場合には、運搬の過程で個人情報が紛失等することがない

ように、受託業務従事者が直接運搬する等、運搬及び受渡しの方法について確実な措置を講

じなければならないこと。 

  カ 特記事項に違反した場合には、損害賠償請求、指名停止等の措置を採る場合があり、法に違

反した場合には、法の規定に基づき処罰される場合があること。 

  キ 個人情報の適正な取扱いを確保するため、県は、別途報告又は資料の提出を指示する場合が

あり、その場合、受託者は、県の指示に従うこと。 

(3) 再委託等の制限 

ア 再委託の制限 

 受託者が本業務の一部を第三者に委託する場合には、あらかじめ県に対して別途契約書で

定める方法により再委託の内容、再委託先（商号又は名称）、再委託先に対する管理方法等

必要事項を報告し、承諾を得なければならないものとする。 

イ 中核的業務の再委託禁止 

 事業の統括業務及び利用者に対するキャリアカウンセリングは、本業務の中核となる業務

であるため、原則として再委託を認めないものとする。 

 なお、キャリアカウンセラーの定年等による契約終了に伴い、当該キャリアカウンセラー

を業務委託契約等により継続して任用する場合については、県に協議の上、任用を行うもの

とする。 

 (4) 本業務の引継ぎ 

  受託者は、本業務に係る契約の終了後、他者に業務の引継ぎを行う必要が生じた場合には、

利用者の利便性を損なわないよう必要な措置を講じ、本業務に従事しているキャリアカウン

セラーの継続雇用について配慮するなど、円滑な引継ぎに努めるものとする。 

(5) 権利の帰属等 

  本業務により製作された教材、資料等に係る著作権、所有権等に関しては、原則として委託

料の支払いが完了したときをもって受託者から県に移転するものとする。 

(6) 会計帳簿 

本事業に係る経理は、上記４の業務内容ごとに整理し、他の経理と明確に区分した会計帳

簿に収支を記載し、経費の使途を明らかにするとともに、証拠書類と合わせて事業の完了し

た日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

なお、本事業には国の交付金を活用した事業が含まれることから、関係する規定を確認し、



 

遵守すること。また、会計検査院の実地検査等の対象となるため、実地検査等が行われると

きは協力すること。 

 

15 その他 

 本事業の実施に際して、仕様書に記載のない事項については、県と協議し、双方共通の認識の 

もとで実施すること。また、本仕様書に関して疑義が生じた場合は、県と受託者が協議の上、決 

定すること。 

 なお、委託内容は、採択された企画提案の内容を基本とするが、県の都合により変更、修正を 

求める場合があること。 



 

別表１（第５（１）関係） 

資格名 試験機関・認定機関名 

公益財団法人日本生産性本部認定キャリア・コンサ

ルタント 
公益財団法人日本生産性本部 

キャリア・コンサルタント 一般社団法人日本産業カウンセラー協会 

ＴＣＣマスター・キャリアカウンセラー テンプスタッフキャリアコンサルティング株式会社 

ＣＤＡ 特定非営利活動法人日本キャリア開発協会 

特定非営利活動法人日本キャリア・マネージメン

ト・カウンセラー協会認定キャリア・コンサルト 

特定非営利活動法人日本キャリア・マネージメン

ト・カウンセラー協会 

財団法人関西カウンセリングセンターキャリア・コ

ンサルタント 
公益財団法人関西カウンセリングセンター 

ＧＣＤＦ-Ｊａｐａｎ 特定非営利活動法人キャリアカウンセリング協会 

株式会社テクノファ認定キャリア・カウンセラー

（キャリア・コンサルタント） 
株式会社テクノファ 

ＩＣＤＳ委員会認定ＩＣＤＳキャリア・コンサルタ

ント 
特定非営利活動法人ＩＣＤＳ 

特定非営利活動法人生涯学習キャリア・コンサルタ

ント 
特定非営利活動法人エヌピーオー生涯学習 

 

別表２（第５（１）関係） 

亜細亜大学 玉川大学 

大妻女子大学 千葉商科大学 

国士舘大学 中央學院大学 

駒澤大学 都留文科大学 

専修大学 東京農業大学 

大東文化大学 東洋大学 

高崎経済大学  

 


